
秋田県奨学金返還助成金交付要綱 

 

 秋田県奨学金返還助成金の交付については、秋田県財務規則（昭和３９年 秋田県規則第４号。

以下「財務規則」という。）、あきた未来創造部移住・定住促進課関係補助金等交付要綱及びこの

要綱に定めるところによる 

 

（目的） 

第１条 本助成金は、県が指定する奨学金について、就学時に貸与を受けた者に対し、県内就職後 

 にその返還額を予算の範囲内で助成することにより、若年層等の県内定着を促進するとともに、

 県内産業を担う人材の育成及び確保を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。 

一 県が指定する奨学金 別に定める奨学金 

二 県内就職 ①秋田県内に本社機能を有する企業、団体又は個人事業主（以下「企業等」とい

  う。）に雇用されること、又は②秋田県外に主たる事業所又は事務所を有する企業等に、主た

  る勤務地を秋田県内に定めて雇用され、かつ県内事業所又は事務所で就労すること（勤務地が

  研修等のため県外となり、その後、同企業等の県内事業所又は事務所に勤務となった場合も含

  む）、又は③秋田県外に主たる事業所又は事務所を有する企業等に雇用され、かつ秋田県内に

  居住しリモートワーク等で勤務していること、又は④秋田県内において起業し又は農林漁業等

  に従事すること 

三 特定業種 航空機関連産業、自動車関連産業、医療福祉機器関連産業、情報関連産業、新エ 

ネルギー関連産業に属する業種 

四 特定業種認定企業等 特定業種を営むものとして、別に定める手続により、県から事業要件

  を満たすことの確認を受けた企業等 

五 一般分 第５条第１項に基づく助成率が適用される助成 

六 未来創生分 第６条第１項に基づく助成率が適用される助成 

 七 認定申請年度 第７条に基づく認定申請を行う日が属する年度  

 

（助成対象者） 

第３条 本助成金の対象となる者は、県が指定する奨学金の貸与を受け、返還予定又は返還中の者

 であって、次の第一号又は二号のいずれかに該当し、かつ第三号の要件を満たす県内就職者とす

 る。 

一 認定申請年度の前々年度以降に大学等を卒業又は退学した者にあっては、認定申請年度の前 

年度以降に県内就職した者（県内就職した企業側の都合のため、認定申請年度の前年度より前 

に県内就職している等、特別な理由があると認められる場合を含む。） 

二 認定申請年度の前々々年度以前に大学等を卒業又は退学した者で、かつ、秋田県内に転入時 

点で通算１年以上秋田県外に居住実績（大学等での就学期間を除く。）を有する者または県内 

就職決定前にＡターン希望登録を行った者にあっては、認定申請年度の前年度以降に県内に転 

入し、県内就職した者（認定申請年度の前年度以降の県内就職のために、認定申請年度の前年 

度より前に県内に転入している等、特別な理由があると認められる場合を含む。） 

三 定住の意思を持って県内に住所を有する者。ただし、秋田県内に本社機能を有する企業等に

  雇用された場合で、一時的に県外事業所又は事務所で就労する場合はこの限りでない。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、本助成金の対象者から除くも



 のとする。 

一 国家公務員又は地方公務員として雇用されている者（会計年度任用職員等を含む。）。ただし、

  正職員の給与表の適用を受けない非常勤職員及び臨時的任用職員等を除く。 

二 独立行政法人、国立・公立大学法人又は地方独立行政法人等に正規に雇用されている者。た

  だし、正職員の給与表の適用を受けない非常勤職員及び臨時的任用職員等を除く。 

 

（助成対象期間及び助成対象額） 

第４条 助成対象期間は、奨学金の返還開始後に県内就職した場合は、県内就職した日の属する月 

から、また、県内就職後に奨学金の返還を開始した場合は、県内就職をした日の直近の奨学金返

還日の属する月から、１２月を単位に設定するものとし、奨学金の貸与期間が２年未満の場合は

１２か月間、２年以上３年以内の場合は２４か月間、３年を超える場合は３６か月間とする。 

２ 前項に規定にかかわらず、奨学金の返還が開始され、かつ県内就職した年度の翌年度以降に第

７条に規定する認定申請があった場合は、助成対象期間は、認定申請年度の最初の奨学金返還日

の属する月を起点とする。 

３ 助成対象額は、助成対象期間内の奨学金返還額とする。ただし、貸与期間が１年に満たない場

合は、助成対象期間内の奨学金返還額に貸与月数を１２で除した数を乗じて得た額とする。 

４ 約定による返還開始月より前に繰上返還した場合、助成対象期間は、約定による返還開始月を

 起点とするものとし、繰上償還額を直近の助成対象期間に係る返還額に合算するものとする。 

５ 助成対象額には、約定利息を含み、遅延利息及び延滞金を含めないものとする。 

６ 複数の奨学金について返還を予定し又は返還している場合は、そのうちの１つのみを助成対象

 とする。 

 

（助成率及び助成金額） 

第５条 助成率は２／３とし、助成対象額に助成率を乗じて得た額が１３万３千円を超える場合は 

、助成金額を１３万３千円とする。 

２ 前項の算定において千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた金額をもって助成

 金額とする。 

 

（助成率及び助成金額の特例） 

第６条 前条第１項の規定にかかわらず、第３条に定める助成対象者が次の各号のいずれかに該当

 する者であって、特定業種認定企業等に雇用された場合については、助成率は１０／１０とし、

 助成対象額に助成率を乗じて得た額が２０万円を超える場合は、助成金額を２０万円とする。 

    一 別に定める学科を修めた大学（短期大学を除く。）の卒業者又は大学院の修了者 

 二 別に定める学科を修めた大学卒業と同程度の学位取得相当の課程の修了者（学位（短期 

大学士を除く）又は称号（準学士及び専門士を除く）の取得者・授与者、職業能力開発大学 

校の応用課程修了者、及びその他知事が認める者） 

三 別に定める外国語について、別に定める一定の資格等（有効期限のあるものは、その期限

   内のものに限る。）を有する大学（短期大学を除く。）の卒業者、大学院の修了者 

  四 別に定める学科を修めた高等専門学校の卒業者 

  五 その他県が特に認める者 

２ 前条第２項の規定は、前項に準用する。 

３ 本条第１項の規定は、特定業種認定企業等に雇用された日の属する月から適用する。 

４ 本条第１項の規定の適用を受ける者が特定業種認定企業等を離職した場合は、本条第１項の規

 定は、離職した日の属する月まで適用する。 

５ 県内就職の対象となる企業等が新たに特定業種認定企業となった場合は、本条第１項の規定 

 は、特定業種認定企業として確認を受けた日の属する月から適用する。 



６ 特定業種認定企業等が特定業種であることの要件を欠いた場合、又は廃業・破産した場合、 

本条第１項の規定は事業要件を欠いた日、又は廃業・破産した日の属する月まで適用する。 

（助成対象者の認定申請） 

第７条  助成金の交付を受けようとする者は、その交付申請を行う前までに、認定申請を行い、助

 成対象者の認定を受けなければならない。 

２ 前項の助成対象者の認定を受けようとする者は、様式第１号に次の各号に掲げる書類を添付し

 て、知事に提出しなければならない。 

一 就労を証明できるもの（参考様式の「在職証明書」。これによりがたい場合は採用通知、就

  労証明、所得証明、確定申告書の写し等） 

二 住民票抄本 

三 奨学金の名称、貸与金額、貸与期間、返還金額、返還計画、返還実績、返還残額を証明でき

  るもの 

四 奨学金貸与団体等への個人情報提供同意書（様式第２号） 

五 最終学歴の卒業年月を証明できるもの 

六 前条第１項第一号又は第二号に該当するとして申請する場合は、大学卒業者にあっては該当 

する学科を修め卒業したこと、大学院修了者にあっては該当する専攻について、修士課程又は 

博士課程を修了したこと、その他大学卒業と同程度の学位取得相当の課程の修了者にあっては 

、該当する学科等を修め卒業したことを証明できるもの 

七 前条第１項第三号に該当するとして申請する場合は、その外国語資格等を証明できるもの 

八 前条第１項第四号に該当するとして申請する場合は、該当する学科を修め卒業したことを証

  明できるもの 

九 その他助成対象者の認定のため必要なもの 

 

（助成対象者の認定等） 

第８条 知事は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、助成対象者と認定

 するときは様式第３号（その１）により、認定しないときは様式第３号（その２）により、それ 

 ぞれ申請者に通知するものとする。ただし、既に助成対象者の認定を受けている者から、再度、

 前条に規定する申請書を受理したときは、様式第３号（その２）により、認定しない旨を申請者

 に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による認定後、申請書及び添付書類の記載事項が事実と異なるとき、その

 他認定が不適当と認めるときは、助成対象者の認定を取り消すことができる。 

３ 知事は、前項による措置をとった場合は、その旨を様式第３号（その３）により、助成対象者 

 の認定を受けた者に通知する。 

 

（申請者又は認定者情報異動等の届出） 

第９条 第７条に規定する申請を行った者は、次の各号のいずれかに該当することとなった場合に

 は、その旨を様式第４号により、速やかに知事に届け出なければならない。第８条第１項に規定 

 する認定を受けた後も同様とする。 

一 個人情報（氏名、住所、電話番号、メールアドレス、助成金振込予定口座）に異動が生じる 

  場合 

二 就職先等情報に異動が生じる場合（離職・廃業する場合、転職する場合） 

三 秋田県外へ転出する場合（県外事業所・事務所での勤務を命じられる場合、長期研修等に 

  よる一時的転出の場合等） 

四 助成対象奨学金について、返還猶予を受ける場合 

五 助成対象奨学金について、返還免除を受ける場合 

六 助成対象奨学金について、返還計画を変更する場合（繰上返還、減額返還を行う場合等） 



七 認定申請を取り下げる場合、又は認定を辞退する場合 

八 その他届出の必要があると認められる場合 

２ 知事は、前項の届出に基づき情報を更新する。なお、必要な場合は第８条第１項の例により、

 届出の内容を反映した認定通知を届出者に送付するものとする。 

 

（助成金の交付申請） 

第１０条 助成金の交付を受けようとする者は、第４条第１項、第２項及び第４項に規定する助成

 対象期間（１２月を単位に設定した期間）の翌月１日から末日までに、助成金の交付申請を行わ

 なければならない。 

２ 前項の交付申請は、様式第５号に次に掲げる書類を添付して、知事に提出して行わなければな 

 らない。 

一 在職証明書（参考様式。これによりがたい場合は就労証明、所得証明、確定申告書の 

  写し等） 

二 住民票抄本 

三 奨学金の返還実績を証明できるもの 

四 第８条第１項の認定通知の写し（ただし、第９条第２項により、内容を更新した後の通知を

  受けている場合は、その通知の写し） 

五 その他助成金の交付決定のため必要なもの 

３ 助成金の交付を受けようとする者は、第１項の規定にかかわらず、やむを得ない理由がある場

 合は、申請年度の属する２月２０日まで助成金の交付申請を行うことができる。 

 

（助成金の交付決定等） 

第１１条 知事は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、適正と認める  

 ときは、助成金の交付決定及び額の確定を行い、その旨を様式第６号により、申請者に通知する 

 ものとする。 

２ 交付決定しない決定をしたときは、様式第７号により、その旨を申請者に通知するものとす  

 る。 

 

（助成金の交付） 

第１２条 助成金は、前条の規定に基づく額の確定後、助成金の交付申請者からの請求に基づき、

 請求のあった日から３０日以内に交付するものとする。 

２ 前項の請求は、様式第８号を知事に提出して行わなければならない。 

 

（是正のための報告等） 

第１３条 知事は、第１０条に規定する申請書を受理した場合のほか、助成事業の遂行に関し必要

 と認めるときは、助成対象と認定した者に対し、必要な報告等を求めることができる。 

２ 知事は、前項の報告等により、是正を要する事項があると認めるときは、その者に対し、必要

 な措置をとるよう求めることができる。 

 

（助成金の交付決定の取消及び返還命令） 

第１４条 知事は、助成金の交付決定を受けた者が次のいずれかに該当すると認めるときは、助成

 金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて  

 返還を命ずることができる。 

一 知事に提出する書類の記載事項に虚偽があるとき 

二 助成金の交付決定通知書に記載の条件に違反したとき 

三 前条の規定による報告等を求められた場合において、正当な理由がないにもかかわらず、  



  その対応を行わないとき 

四 その他知事が不適当と認めるとき 

２ 知事は、前項による交付決定の取消を決定した場合は、その旨を、様式第９号により交付決定

 を受けた者に通知する。また、返還を命ずる必要がある場合は、併せて返還を命ずる。 

 

（その他） 

第１５条 財務規則、あきた未来創造部移住・定住促進課関係補助金等交付要綱及びこの要綱に定

 めるもののほか、助成金の交付に必要な事項については、別に定める。 

 

 

   附  則 

  １ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和元年８月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和４年２月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和５年１月１日から施行する。 

   附  則 

  １ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附  則 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



秋田県奨学金返還助成金交付要綱第２条第１項第一号に規定する「別に定める奨学

金」について

秋田県

１ 標記について、次に掲げるとおり定める。

奨 学 金 奨学金の設置・運営主体

独立行政法人日本学生支援機構 第１種奨学金 独立行政法人日本学生支援機構

〃 第２種奨学金 入学時特別増額貸与奨学金を除く 〃（ ）

公益財団法人秋田県育英会 大学月額奨学金 公益財団法人秋田県育英会

〃 高等学校等奨学金 〃

〃 多子世帯向け奨学金 〃

〃 専修学校月額奨学金 〃

能代市奨学金 能代市

能代市ふるさと人材育成・定住促進奨学金 〃

横手市奨学金 横手市

大館市奨学資金 大館市

男鹿市奨学資金 男鹿市

湯沢市奨学金 湯沢市

鹿角市奨学資金 鹿角市

由利本荘市奨学資金 由利本荘市

潟上市育英会奨学金 潟上市

大仙市奨学資金 大仙市

北秋田市奨学資金 北秋田市

にかほ市奨学資金 にかほ市

仙北市育英奨学資金 仙北市

小坂町奨学資金 小坂町

菅原ヤヱ奨学資金 〃

上小阿仁村奨学資金 上小阿仁村

藤里町奨学金 藤里町

三種町奨学金 三種町

八峰町奨学金 八峰町

五城目町育英資金 五城目町

八郎潟町奨学金 八郎潟町

井川町奨学金 井川町

美郷町奨学資金 美郷町

東成瀬村奨学資金 東成瀬村



奨 学 金 奨学金の設置・運営主体

母子父子寡婦福祉資金貸付金 修学資金 県内福祉事務所

〃 修業資金 〃

生活福祉資金貸付金（教育支援費のみ） 秋田県社会福祉協議会

交通遺児育英会奨学金 交通遺児育英会

あしなが育英会奨学金 あしなが育英会

公益財団法人青森県育英会 大学奨学金 公益財団法人青森県育英奨学会

〃 高等学校等奨学金 〃

公益財団法人岩手育英会 タイプＡ 公益財団法人岩手育英奨学会

〃 タイプＢ 〃

〃 タイプＣ 〃

日本赤十字社看護師同方会秋田県支部・日本赤十字秋田短期大学 日本赤十字秋田短期大学

・日本赤十字秋田看護大学同窓会奨学金 日本赤十字秋田看護大学

宇都宮市奨学金 宇都宮市

角田市奨学金 角田市

東京理科大学奨学金 東京理科大学

技能者育成資金 労働金庫

常総市奨学金 常総市

独立行政法人日本学生支援機構 第２種奨学金に入学時特別増額貸与奨学金が含まれる場合は、注１）

の額を按分により算出するものとする。第２種奨学金

） 、 、 。注２ 奨学金の設置・運営主体が市町村である奨学金については 次のとおり 取り扱うものとする

①入学時等に一時的に貸与を受けた奨学金は、対象外とする。

②複数の奨学金（高校時貸与奨学金、大学時貸与奨学金など）について返還を予定し又は返還

している場合は、そのうち１つのみを助成対象とする。

③高校時貸与奨学金や大学時貸与奨学金など、複数の奨学金の貸与について契約が１つである

場合は、各奨学金の額を按分により算出した上、そのうち１つのみを助成対象とする。

２ その他、その奨学金貸与団体と秋田県との間で、奨学金の返還助成についての協議が整った場合は、

対象奨学金とする。

附 則

１ この規定は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、平成３０年１０月１日から施行する。



附 則

１ この規定は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、令和４年２月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、令和４年６月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、令和５年４月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、令和６年１月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、令和６年４月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、令和７年３月１日から施行する。

附 則

１ この規定は、令和７年４月１日から施行する。
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秋田県奨学金返還助成金交付要綱第６条第１項第一号から第四号について

秋田県
標記について、次に掲げるとおり定める。

１ 第一号について
第一号に規定する「別に定める学科」は、文部科学省が実施する「学校基
本調査」の「学科系統分類表」における、次のものとする。
【大学】次の大分類に属する学科
（１）理学
（２）工学
（３）農学
（４）保健
【大学院】次の大分類に属する専攻
（１）理学
（２）工学
（３）農学
（４）保健

２ 第二号について
第二号に規定する「別に定める学科」は、以下のいずれかに該当するもの
とする。
ア 職業能力開発促進法に基づき設置される職業能力開発大学校の応用課
程の学科（生産機械システム技術科、生産電気システム技術科、生産電
子情報システム技術科、建築施工システム技術科）

イ 職業能力開発促進法に基づき設置される職業能力開発総合大学校の総
合課程の学科（機械、電気、電子情報、建築）

ウ 文部科学省が実施する「学校基本調査」の「学科系統分類表」におけ
る、次の学科、またはそれに類する学科
【大学】次の大分類に属する学科
（１）理学
（２）工学
（３）農学
（４）保健

３ 第三号について
第三号に規定する「別に定める外国語」及び「別に定める一定の資格等」
は、次の表に掲げるとおりとする。
英語 実用英語技能検定 準１級、１級

ＴＯＥＩＣ ７３０点以上
ＴＯＥＦＬ ｉＢＴ ８０点以上
国連英検 Ｂ級以上

韓国語 韓国語能力試験 ５級、６級
「ハングル」能力検定試験 ２級、１級

中国語 中国語検定試験 準１級、１級
中国語コミュニケーション能力検定 ７００点以上

ロシア語 ロシア語検定試験 第１～第４レベル
ロシア語能力検定試験 ２級、１級

４ 第四号について
第四号に規定する「別に定める学科」は、文部科学省が実施する「学校基
本調査」の「学科系統分類表」における、次の大分類に属する学科とする。
（１）工業

附 則
１ この規定は、平成２９年４月１日から施行する。
附 則
１ この規定は、平成３０年１０月１日から施行する。
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附 則
１ この規定は、令和６年４月１日から施行する。
附 則
１ この規定は、令和７年４月１日から施行する。


